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1．はじめに 

新潟地域の農業農村工学関連機関は，

平成 26 年度全国大会において「水利シス

テムの水利用診断現場研修」（以下，現場

研修と記す）として農業水利施設の保

全・更新を対象とした新たな現場研修を

提案した．本報では，その検討過程や実

施した現場研修の中で明らかになった，

農業農村工学における多様な専門家集団

による議論の必要性と現状の技術課題を

報告する．  

2．水利システムの水利用診断現場研修から

明らかになった現状の技術課題 

現場研修は，新潟県新津郷地区を対象に

実施した（写真-1）．研修内容は，農業水

利施設の水理・水利用診断を対象とした施

設機能診断である．実施の背景には，近年

の施設機能診断の普及に伴い構造機能に関

する議論は数多く行われているが，農業水

利施設の本来機能である水理および水利用

に関する議論が十分に行われていないこと

にあった．提案した現場研修には 3 点の特

徴がある．①水路システムのモデル化（農

村工学研究所），②当初計画と施設利用実

態の把握（新潟大学），③行政機関の取り

組みの把握（北陸農政局信濃川水系土地改

良調査管理事務所，新潟県農地部）であ

る．水路システムのモデル化には，樽屋ら

1)が提示したモデルを準備し，水理・水利

用診断のための筆者らの論点を整理した．

当初計画と現況の水利用の相違は，産官学

連携により把握した．その際，既存施設の

更新事業計画の概要や更新後の地域の変化

予測を議論した（なお，検討結果の詳細は

鈴木ら 2)を参照されたい）．  

その検討過程の中で共通の施設機能を対

象に議論しているにもかかわらず，技術的

見解がかみ合わない場面が散見された．こ

の背景には，同一の専門分野（農業農村工

学）といえども，より詳細な専門性は各自

で異なり，更新事業などでは「多様な専門

家集団」による議論を前提としなければな

らないことが明らかになった．  

3．「多様な専門家集団」である農業農村工

学の特徴と技術の高度化 

多様な専門家集団とは，専門性の相違に

加えて，同一専門分野においても知識や技

能レベル，就労環境等の違いにより特徴づ

けられるものと推察される．  

更新事業を事例に考えれば，受益者であ

る農業者に加えて，行政機関や民間企業

（コンサルタント，建設会社等），大学研

究機関など，様々な専門家集団により事業
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写真-1 水理・水利用診断  

（平成 26 年度全国大会現地研修）  
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が支えられている．これが農業農村工学分

野の特徴であり，利点であると考えられ

る．大串 3）は，農業農村工学における技

術者像を提示するとともに，技術力の向上

策を提案している．同様の指摘は数多く行

われているが，この背景には実務において

求められる専門分野の変化が影響している

ものと考えられる．農業農村工学共通の基

礎学は，構造力学，土質力学および水理学

である．近年の施設機能診断では，これら

に加えて非破壊検査工学などの応用分野の

需要も高まっている．新たな専門性の獲得

が必要な分野を働きながら習得すること

は，非常に困難を伴うが，その必要性は高

い．CPD を含む技術者継続教育の必要性

は自明であるが，その具現化が重要な社会

的課題と考えられる．  

3. 農業農村工学北陸コンソーシアム

筆者らは，このような現状の課題を産官

学連携により解決できないか議論を重ねて

いる．一案として「農業農村工学北陸コン

ソーシアム」（案，仮称）を検討している．

これは，農業農村工学分野の特徴を生かし，

産官学連携による「新たな専門知」の構築

を含む技術者ネットワークの構築を目的と

している．「新たな専門知」とは，農業農村

工学における基礎学をベースに社会的ニー

ズに合わせた新分野の展開と知識・技術の

習得を意味するものである．一般的に各学

問分野の基礎学は大学において教授されて

いる．社会的ニーズに即応した応用分野に

関する技術開発は，大学に加えて，産業分

野において実施されている．しかし，それ

らの普及や教育に関する取り組みは十分で

ないことから，農業農村工学北陸コンソー

シアムでは産官学連携による実践的な取り

組みを予定している．前述の「多様な専門

家集団」は，本コンソーシアムにおいて，

技術的議論に基づく交流から技術レベルの

向上と相互理解を進めることができるもの

と期待できる．このことにより，農業農村

工学の分野的特徴である産官学の各領域で

の個別取組の総合化が進み，継続的な技術

者の能力向上が支えられると考えられる．

そして，これは，長い目で見て，斯界の技

術の継続，つまり分野における人材育成に

つながっていくのではないだろうか．  

4. 結論

本報では，平成 26 年度全国大会におい

て筆者らが企画した現場研修から明らかに

なった農業農村工学における多様な専門家

集団による議論の必要性と現状の技術課題

を報告した．筆者らは，産官学連携による

農業農村工学北陸コンソーシアムを提案し

ており，技術者教育の継続性を考慮した場

合，本コンソーシアムの有効性は高いもの

と考えられる． 
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